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退職後の医療保険制度
退職後も公的医療保険に加入します

70歳以上の方の給付についてはP.71を参照してください。
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退職後再就職したときは、再就職先の事業所が加入し
ている健康保険などの被保険者になります。被保険者に
なるための手続きは、再就職先の事業主が行います。

一定の条件を満たせば、家族等が加入している健康保
険などの被扶養者になることができます。手続きは被保
険者（家族等）が行います。

再就職先が決まらないなどで、退職後も引き続き当健保
組合に加入を希望するときは、退職後２０日以内に健保
組合に手続きをとれば、２年間を限度に被保険者の資格
を継続することができます。被保険者、被扶養者ともこ
れまでと同じ保険給付が受けられますが、保険料は事業
主負担分がなく、全額被保険者負担となります。（P.69
参照）

75歳（一定の障害がある方は65歳）以上の高齢者がす
べて加入する独立した医療保険制度です。（対象者にな
ると、それまで加入していた医療保険から脱退します。）
都道府県ごとに全市区町村が加入する「後期高齢者医
療広域連合」が運営主体となります。
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退職後は自営業を営む、再就職しないなどの場合は、国
民健康保険に加入します。市区町村で手続きをとります。
詳しくは市区町村の担当窓口へお問い合わせください。
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医療費の自己負担

高額医療・高額介護合算制度

　70歳以上の高齢者は医療費にかかる自己負担割合が
現役並所得者（※）は3割で、一般および低所得者は2
割となります。入院した場合は食費の負担（療養病床に
入院した場合は居住費も負担）があります。（「入院時食

事・生活療養費」P.54を参照）
　なお、70〜74歳の高齢者は、受診の際、「高齢受給
者証」の提示が必要となります。

　医療と介護を合わせた自己負担が高額になっ
た場合、負担の軽減のための限度額が設けられ
ています。（高額介護合算療養費の支給）
　高額介護合算療養費は健康保険と介護保険の
それぞれの制度から、患者・利用者の負担額に
応じて支給されます。

※�「現役並所得者」とは、標準報酬月額28万円以上の方が該当します。ただし、年収が高齢者複数世帯で520万円未満、単身世帯で383
万円未満の場合は、健康保険組合への申請により「一般」扱いとなります。

▪自己負担限度額 （年額）

標準報酬月額 区
分
70歳未満の人が
いる世帯

70歳以上75歳未
満の人がいる世帯 75歳以上の世帯

83万円以上 ア 212万円

53万以上〜
83万円未満 イ 141万円

28万以上〜
53万円未満 ウ 67万円

28万円未満 エ 60万円 56万円

※内は多数該当の場合で、12か月間に3か月以上高額療養費に該当した場合、4か月目以降は多数該当として、自己負担限度額が引き下げられます。

自己負担限度額
　70歳以上の高齢者も医療費の自己負担には限度額が
あり、限度額を超えた場合は、超えた額が高額療養費と
して支給されます。なお、入院や外来の場合は、病院で

の支払いが自己負担限度額までで済みますが、世帯合算
した額が自己負担限度額を超える場合は、後から払い戻
し（「償還払い」といいます。）を受けます。

▪70歳以上の自己負担限度額

高齢者の医療

一部負担 世帯ごと
外来

標準報酬月額�
83万円以上

3割

252,600円＋
（医療費－842,000円）×1％〔140,100円〕

標準報酬月額�
53万円以上〜83万円未満

167,400円＋�
（医療費－558,000円）×1％〔93,000円〕

標準報酬月額�
28万円以上〜53万円未満

80,100円＋�
（医療費－267,000円）×1％〔44,400円〕

一般

2割

18,000円
（年間<8月〜7月>上限144,000円）

57,600円�
〔44,400円〕

市町村民税�
非課税者 8,000円 24,600円

所得が一定基準に満たない場合等 8,000円 15,000円


